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成果目標に関する参考資料

〇 参考資料①：施設入所者の地域生活への移行

〇 参考資料②：精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

〇 参考資料③：障害者の地域生活の支援

〇 参考資料④：福祉施設から一般就労への移行等

〇 参考資料⑤：障害児支援の提供体制の整備等

○ 参考資料⑥：相談支援体制の充実強化等

〇 参考資料⑦：障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築
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参考資料①
施設入所者の地域生活への移行
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第１～２期
（Ｈ18～23年度）

第３期
（Ｈ24～26年度）

第４期
（Ｈ27～29年度）

第５期
（Ｈ30～Ｒ２年度）

第６期
（Ｒ３～５年度）

第７期
（Ｒ６～８年度）

基本指針 １０％ ３０％ １２％ ９％ ６％ ６％

実績値

２１．８%
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

２６．９％
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

５．８％
（平成25年度末～
29年度末（4年間）

４．９％
（平成28年度末～

令和２年度末（4年間）

－
（令和元年度末～
５年度末（4年間）

－
（令和４年度末～
８年度末（4年間）

３９，２３８人 ７，６２８人 ６，３４２人 － －

14,098 

19,430

24,277

29,113 

34,526 36,928
39,238 

41,274 42,973 44,556 46,081 47,721 49,315 

50,706 
52,154 

53,716 
55,449 

57,410 
59,656 
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Ｈ17 H20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

(+1,391)

第７期地域移行率 6.0％(Ｒ４年度末施設入所者比)
地域移行 7.5千人(Ｒ５年度～８年度)
施設入所 12.5万人(Ｒ４年度末)

基本指針における実績値

R1～R3の平均増加率で推移した場合
※第７期地域移行率 4.1％(Ｒ４年度末施設入所者比)

第５期第４期第３期第２期

施設入所者の地域生活移行者数の推移について（参考データ）

施設入所者の地域生活移行者数の推移

第６期

3

平成21～23年度は10月１日数値、24年度～令和２年度は３月末数値。令和３年度以降は推計。（出典：施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査）
第７期地域移行率はR4年度末の施設入所者数（124,942人）とR5年度～R8年度の地域移行者数（各種対応により移行者数が増加した場合）のとを比較。

(+1,354)
(+1,318)(+1,283)

(+1,249)
(+1,216)

(+1,594)
(+1,640)(+1,525)

第５期実績 4.9％（R２年度末時点）
地域移行 6.3千人（H29年度：1.6千人 H30年度：1.5千人

R１年度：1.6千人 R２年度：1.6千人）
施設入所 13.0万人（H28年度末）

第７期

(+57)
(+114) (+171) (+228)

(+285)障害者の重度化・高齢化への対応や
地域生活支援拠点等の整備促進など
により移行者数が増加した場合
（前年度移行者数に対する増加数）

(+1,391)
(+1,448)

(+1,562)(+1,733)
(+1,961)

(+2,246)



施設入所者数の推移について（参考データ）

第１～２期
（平成18～23年度）

第３期
（平成24～26年度）

第４期
（平成27～29年度）

第５期
（平成30～令和２年度）

第６期
（令和3～5年度）

第７期
（令和6～8年度）

基本指針 ▲７％ ▲１０％ ▲４％ ▲２％ ▲１．６％ ▲５％

実績値

▲８．９%
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

▲１０．３%
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

▲２．１％
（平成25年度末～
29年度末（４年間）

▲２．３％
（平成28年度末～

令和２年度末（４年間）

▲２．５％ (見込み)

（令和元年度末～
５年度末（４年間）

－
（令和４年度末～
８年度末（４年間）

１４，９７５人 ２，８０２人 ２，９４３人 － －

基本指針における実績値

・平成17年度、平成20～23年度は10月１日数値。24年度～令和３年度は３月末数値。令和４年度以降は推計。
（出典：国保連データ、社会福祉施設等調査、施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査）

施設入所者数の推移

＜第６期のトレンド＞
年平均削減率 ▲0.4％

（直近3年）

第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

＜第７期のトレンド＞
年平均削減率 ▲0.6％

（直近3年）

(124,942)

145,919 
144,425 

139,851 

139,859 136,653 

134,247 131,938 
131,039 

130,245 129,648 
129,136 128,667 

127,324 126,705 
125,696

(123,380)
(121,838)

(120,315)
(118,811)
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施設入所支援の利用者数の推移（障害支援区分別）

○ 障害支援区分別の利用者数について、令和４年３月時点と平成25年３月時点を比較すると、

・ 区分１は87.9%減少、区分２は81.4%減少、区分３は66.8%減少、区分４は40.3%減少、区分５は8.9％減少となっている。

・ 区分６は39.4％増加となっている。

127,66

0
126,545127,660

1,549 763 440 395 308 273 263 256 269 290 
630 527 369 267 165 125 119 90 92 76 

3,328 2,953 2,217 1,802 1,433 1,143 1,024 875 734 618 

13,179 
12,138 

10,030 8,513 6,949 6,035 5,569 5,184 4,738 4,374 

28,568 
27,181 

25,013 
22,942 

21,011 
19,741 19,133 18,454 17,784 17,069 

37,339 
37,110 

37,069 

36,782 

36,473 
36,088 35,685 35,179 34,653 34,030 

49,654 
52,105 

57,158 
60,864 

64,308 
66,141 66,792 67,878 68,545 69,196 

134,247 132,777 132,296 131,565 130,647 129,546 128,585 127,916 126,815 125,653 

0
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140,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.3 R4.3

区分なし等 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

（人）

49.3

28.4

25.5
19.9 17.6 17.0 16.5 17.4

18.7

83.7

58.6

42.4

26.2

19.8 18.9

14.3 14.6
12.1

88.7

66.6

54.1

43.1

34.3
30.8

26.3
22.1

18.6

92.1

76.1

64.6

52.7

45.8
42.3

39.3
36.0

33.2

95.1

87.6

80.3

73.5
69.1

67.0 64.6
62.3

59.7

99.4
99.3 98.5 97.7

96.6

95.6 94.2 92.8 91.1

104.9

115.1

122.6

129.5
133.2

134.5 136.7
138.0 139.4

100.0 98.9

98.5 98.0 97.3 96.5

95.8 95.3 94.5 93.6

0.0
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80.0

100.0
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140.0
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区分なし等 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 全体

出典：国保連データ 5



施設入所支援の利用者数の推移（年齢階級別）

○ 年齢階級別の利用者数について、令和４年３月時点と平成25年３月時点を比較すると、

・ 20歳以上30歳未満は32.1％減少、30歳以上40歳未満は43.3％減少となっている。

・ 50歳以上60歳未満については11.2％増加、65歳以上については37.1％増加となっている。

124 129 130 110 94 75 90 93 72 72 

978 935 958 962 839 760 727 761 703 650 

10,791 10,255 9,569 9,115 8,791 8,468 8,136 7,915 7,648 7,329 

23,079 
21,011 19,385 17,987 16,952 15,834 14,975 14,267 13,596 13,093 

30,606 
31,174 

31,698 
31,862 31,939 

31,261 30,522 29,518 
28,173 

26,677 

28,594 
28,156 

28,372 
28,525 28,367 

28,971 
29,393 30,073 

30,872 
31,784 

16,812 
16,253 

15,645 
15,169 

14,912 
14,499 

14,287 14,215 
14,159 14,159 

23,263 
24,864 26,539 27,835 28,753 29,678 30,455 31,074 31,592 31,889 

134,247 132,777 132,296 131,565 130,647 129,546 128,585 127,916 126,815 125,653 

0
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140,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.3 R4.3
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３０歳未満
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５０歳未満

５０歳以上

６０歳未満

６０歳以上

６５歳未満

６５歳以上

（人）
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75.0

58.1
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３０歳以上

４０歳未満
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出典：国保連データ 6



参考資料②
精神障害にも対応した

地域包括ケアシステムの構築
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精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数について

日

出典：令和３年度「良質かつ適切な精神医療の提供の指標に関する研究」(研究代表者：竹島正)からの報告NDBデータより精神・障害保健課にて作成
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325.3日

第7期障害福祉計画の目標値については、上位10％の都道府県が達成している値（325．3日以上）を基本とする。

都道府県別 平成30年度の精神病床からの退院者（入院後１年以内に限る）
退院後１年以内の地域における平均生活日数
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○ 令和６年度からの第８次医療計画に向けて医政局が開催している「第８次医療計画等に関する検討会」において、精神病床
における基準病床数の算定式について、厚生労働科学研究からの提案を踏まえ、見直しの検討が進められてきた。

○ 検討会での議論を踏まえ、算定式について、以下のような観点で見直すこととなった。
・近年、精神病床における入院患者数は減少傾向にあることを勘案したものすること
・その際には、下記の影響を勘案できるものとすること
①政策効果（例：精神科医療の進展、地域における基盤整備の進展）
②政策効果以外（例：患者の年齢構成の変化、疾病構造の変化）

○ 医療計画においては、患者数の将来推計値を、急性期・回復期・慢性期ごとに算出することとしているが、慢性期の患者数
については、慢性期入院患者の地域移行を進める観点から、 「地域移行を促す基盤整備」等の政策効果に係る係数を、より
患者数が減少する方向で、都道府県毎に設定することとしている。

• 政策効果A：認知症を除く慢性期入院患者に係る係数

（地域移行を促す基盤整備や治療抵抗性統合失調症治療薬の普及等に関する政策効果 ）

• 政策効果B：認知症の慢性期入院患者に係る係数

（認知症施策の推進等に関する政策効果）

※ 精神病床数の地域差に基づく都道府県毎の係数とする。

政策効果に関する係数

（急性期：３か月未満、回復期：３か月以上１年未満、慢性期：１年以上）

× ×
都道府県毎の令和○年における入院患者数＝

令和○年における

当該都道府県の

急性期

患者数推計値

令和○年における

当該都道府県の

回復期

患者数推計値

令和○年における

当該都道府県の

慢性期

患者数推計値

（認知症を除く）

令和○年における

当該都道府県の

慢性期

患者数推計値

（認知症）

政策効果

（１－A）

政策効果

（１－B）
＋ ＋ ＋

＋（他都道府県から当該都道府県への流入入院患者数） －（他都道府県から当該都道府県への流入入院患者数）

令和４年度厚生労働科学研究「良質な精神保健医療福祉の提供体制構築を目指したモニタリング研究」研究班からの提案

第17回 第８次医療計画等に関する検討会資料より、精神・障害保健課にて一部改変

精神病床における１年以上長期入院患者数及び地域移行に必要な基盤整備量

【精神病床における１年以上長期入院患者数の算定式】
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28.9
27.8

20
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25

26

27

28

29

30

平成26年 平成29年 令和２年

（推計）

精神病床における入院患者数

推計方法の考え方

○入院患者の年齢構成の変化等の政策効果以外の要因と、政策効果の要因を勘案して、将来の推計を行うこととする。

○具体的には、
①入院患者の年齢構成の変化及びこれまでの政策効果を含め、近年の入院患者数の変化を踏まえて今後の患者数
の変化を推計するとともに、

②今後の新たな政策効果を反映して、
将来の入院患者数の推計を行う。

（単位：万人）

出典：患者調査

変化量
政策効果

H29までの変化
を参考にして、
H29からR2の変
化見込みを算出

①H26 ⇒H29の入院患者数の変化を踏まえて、今後の患者数の
変化を推計する

② ①に加え、平成29年以降の新たな取り組み（政策効果）を反
映して、将来の入院患者数の推計を行う

・政策効果以外の要因（入院患者の年齢構成の変化等）による変化
・平成29年までの政策効果（近年の基盤整備の取り組み等）による変化

（例）令和２年の入院患者数を平成29年までのデータを用いて推計する場合のイメージ

変化量

第 1 7 回 第 ８ 次 医 療 計 画
等 に 関 す る 検 討 会

令 和 ４ 年 1 1 月 ４ 日

資料

１

（改）

基盤整備による患者数
の減少を見込んでいる

※参考

10



○ 「地域移行を促す基盤整備」については、各都道府県の医療計画と連動する形で医療計画における慢性期入院患
者数の推移を踏まえて、障害福祉計画において、地域で基盤整備を進める必要がある。

○ 算定式を用いて推計した将来の慢性期入院患者数の推移は以下のとおり、全国では減少することが見込まれる。

○ 入院患者の減少を踏まえた地域における基盤整備が必要であり、具体的には令和２年以降の新規の基盤整備等に
係る「新規の政策効果」による減少分に加えて、これまでの基盤整備の取り組み等が含まれている「R2までの変化
を踏まえた変化量」による減少分との合計について整備が必要となりうる。

17.1

15.3

13.8

1.0

0.9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

2020年

令和２年

2023年

令和５年

2026年

令和８年

入院患者数(実測値) 慢性期の入院患者推計数 新規政策効果に関する係数を用いない場合に、入院患者推計数を上回る入院患者数

精神病床における推計入院患者数及び必要となる基盤整備量のイメージ

出典：令和４年度厚生労働科学研究「良質な精神保健医療福祉の提供体制構築を目指したモニタリング研究」研究班作成データより精神・障害保健課にて作成

新規の
政策効果に
よる減少 基盤整備が必要

となりうる量

（単位：万人）

（誤差範囲は係数の最小と最大を用いた範囲を示す）

R2までの変化を
踏まえた減少

R2までの変化を
踏まえた減少

新規の
政策効果に
よる減少
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精神病床における早期退院率(入院後３ヶ月)について(参考データ)

12

都道府県別 精神病床における入院後３ヶ月時点の退院率(平成30年度)
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出典：令和３年度「良質かつ適切な精神医療の提供の指標に関する研究」(研究代表者：竹島正)からの報告NDBデータより精神・障害保健課にて作成

68.9％

第7期障害福祉計画の目標値については、上位10％の都道府県が達成している値（68．9％以上）を基本とする。



精神病床における早期退院率(入院後６ヶ月)について(参考データ)

13

都道府県別 精神病床における入院後６ヶ月時点の退院率(平成30年度)
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出典：令和３年度「良質かつ適切な精神医療の提供の指標に関する研究」(研究代表者：竹島正)からの報告NDBデータより精神・障害保健課にて作成

84.5％

第7期障害福祉計画の目標値については、上位10％の都道府県が達成している値（84.5％以上）を基本とする。



精神病床における早期退院率(入院後12ヶ月)について(参考データ)
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都道府県別 精神病床における入院後12ヶ月時点の退院率(平成30年度)
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出典：令和３年度「良質かつ適切な精神医療の提供の指標に関する研究」(研究代表者：竹島正)からの報告NDBデータより精神・障害保健課にて作成

91.0％

第7期障害福祉計画の目標値については、上位10％の都道府県が達成している値（91.0％以上）を基本とする。



参考資料③
障害者の地域生活の支援
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① 地域生活支援拠点等の整備数（全国１７４１市町村の状況）

② 整備類型について（令和４年４月１日時点整備済み１０４８市町村の状況）

（課題等）
※ 整備にあたって、備えるのが困難な機能として、「専門的人材の養成・確保」「緊急時の受入・対応」との回答が多くあった。

地域生活支援拠点等の全国の整備状況について（令和４年４月１日時点）

○ 地域生活支援拠点等の全国の整備状況について、令和４年４月１日時点で、１０４８市町村において整備されている。
（全国の自治体数：１７４１市町村）
※令和３年４月１日時点整備状況 ９２１市町村

※ 障害福祉課調べ

多機能拠点整備型 ３７市町村 （ 3.5％）

面的整備型 ９２９市町村 （88.6％）

多機能拠点整備型＋面的整備型 ８１市町村 （ 7.7％）

その他の整備類型 １市町村 （ 0.1％）

令和４年４月１日時点で整備済み
１０４８市町村 （60.2％）
※圏域を単位とする共同整備：136圏域562市町村

令和４年度末までに整備予定 １００市町村 （ 5.7％）

令和５年度に整備予定 ２７７市町村 （15.9％）

その他 ３１６市町村 （18.2％）
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参考資料④
福祉施設から一般就労への移行等

17
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実績（合計） 成果目標案（合計） 成果目標案（移行）

成果目標案（A型） 成果目標案（B型）

就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数の推移について（参考データ）

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）
第３期

（平成24～26年度）
第４期

（平成27～29年度）
第５期

（平成30～令和２年度）
第６期

（令和３～令和５年度）

基本指針
平成17年度の一般就労へ
の移行実績の４倍以上

平成17年度の一般就労への移
行実績の４倍以上

平成24年度の一般就労へ
の移行実績の２倍以上

平成28年度の一般就労へ
の移行実績の１．５倍以上

令和元年度の一般就労へ
の移行実績の１．２７倍以上

都道府県
障害福祉計画

４倍 ４．２倍 ２倍 １．５倍 １．２７倍

実績値 ２．７倍 ４．８倍 １．９倍 １．２倍 －

18

【成果目標の算出の考え方】
・ 移行については、移行率は年2.1ポイント上昇、利用者数は年270人増、Ａ型については、移行率は年0.1ポイント上昇、利用者数は年2,260人増、Ｂ型については、移行率は増減な
し、利用者数は年15,866人増として算出。

・ 基本的に移行率（社会福祉施設等調査）及び利用者数（国保連データ）の直近５年間（新型コロナの影響を踏まえてＲ２年度は除く）の実績を用いて推計。移行については、移行
率を実績ベース（年1.8ポイント上昇）より高く設定。
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【出典】社会福祉施設等調査（各年の移行者数は、当該年の１０月１日時点における前年１年間の実績）

一般就労への移行者数・移行率の推移（事業種別）

○ 就労系障害福祉サービスから一般就労への移行者数は、令和元年までは毎年増加していたが、令和２年に
おいては前年比約１５％減となり、約１．９万人であった。

○ 令和２年におけるサービス利用終了者に占める一般就労への移行者の割合は、いずれのサービスにおいて
も前年より減少している。
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○ 就労移行支援の令和３年度費用額は約７３２億円であり、介護給付・訓練等給付費総額の約
２.９％を占めている。

○ 事業所数については平成30年度より減少傾向にある。

総費用額の推移 利用者数の推移 事業所数の推移
（百万円） （ヵ所）（人）

【出典】国保連データ（利用者数及び事業所数は各年3月サービス提供分）

就労移行支援の現状

-5.7.％
（-3,846百万円）

＋2.1％
（＋1,490百万円）

＋2.5％
（＋1,559百万円）

-0.7％
（-220人）

＋4.5％
（＋1,518人）

-0.0％
（-12人） -6.0％

（-197ヵ所）

-1.9％
（-60ヵ所）

-3.9％
（-134ヵ所）

＋10.1％
（＋6,569百万円） +0.9％

（+26ヵ所）

-0.7％
（-230人）
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○ 就労継続支援A型の令和3年度費用額は約１，４７０億円であり、介護給付・訓練等給付費総額の
約５．８％を占めている。

○ 総費用額、利用者数及び事業所数は、毎年増加している。

総費用額の推移 利用者数の推移 事業所数の推移
（百万円） （ヵ所）（人）

【出典】国保連データ（利用者数及び事業所数は各年3月サービス提供分）

就労継続支援Ａ型の現状

＋8.0％
（＋9,012百万円）

＋8.6％
（＋10,397 百万円）

＋9.4％
（＋9,604百万円）

＋6.3％
（＋4,529 人）

＋1.4％
（＋978人）

＋1.6％
（＋59ヵ所）

＋3.0％
（＋114ヵ所）

＋0.4％
（＋16ヵ所）

＋3.1％
（＋2,182人）

＋11.8％
（＋15,465 百万円）

＋3.7％
（＋2,866 人）

＋6.1％
（＋240ヵ所）
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○ 就労継続支援Ｂ型の令和３度費用額は約４，４３２億円であり、介護給付・訓練等給付費総額の
約１７．６％を占めている。

○ 総費用額、利用者数及び事業所数は、毎年増加している。

総費用額の推移 利用者数の推移 事業所数の推移（百万円）
（ヵ所）（人）

就労継続支援Ｂ型の現状

【出典】国保連データ（利用者数及び事業所数は各年3月サービス提供分）

＋5.9％
（＋19,516百万円）

＋7.5％
（＋30,968百万円）

＋8.１％
（＋30,898百万円）

＋5.4％
（＋13,765人）

＋6.5％
（＋17, 494人）

＋6.7％
（＋15,939人）

＋7.1％
（＋822ヵ所）

＋6.5％
（＋855ヵ所）

＋5.6％
（＋694ヵ所）

＋8.0％
（＋28,296百万円）

＋6.3％
（＋18, 116人）

＋7.9％
（＋1,098ヵ所）

22



902 

1,215 

1,367 

1,459 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

7,263 

11,037 

13,382 

14,544 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

1,063 

3,476 

4,630 

5,115 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成30年度令和元年度 令和２年度 令和３年度

○ 就労定着支援の令和３年度費用額は約５１億円であり、介護給付・訓練等給付費総額の約
０．２％を占めている。

○ 総費用額、利用者数及び事業所数は、毎年増加している。

総費用額の推移 利用者数の推移 事業所数の推移
（百万円） （ヵ所）

【出典】国保連データ（利用者数及び事業所数は各年3月サービス提供分）

就労定着支援の現状

＋227.0％
（＋2,412百万円）

＋52.0％
（＋3,774人）

＋34.7％
（＋313ヵ所）

（人）

＋33.2％
（＋1,154百万円）

＋10.5％
（＋484百万円）

＋21.2％
（＋2,345人）

＋8.7％
（＋1,162人）

＋12.5％
（＋152ヵ所）

＋6.7％
（＋92ヵ所）
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２就労定着実績体制加算の取得状況

就労定着実績体制加算の算定要件及び加算の取得状況

前年度末日から起算して過去６年間に就労定着支援の利用を終了した者のうち、前年度において障害者が雇用された
通常の事業所に42月以上78月未満の期間継続して就労している者又は就労していた者の割合が前年度において100分の
70以上の場合に、就労定着支援の利用者全員に対して加算する。

１就労定着実績体制加算の算定要件

1,302 

1,388 

1,508 

11%

17%
18%
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就労定着支援事業所数 就労定着実績体制加算取得率【出典】国保連データ（各年８月サービス提供分）
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参考資料⑤
障害児通所支援等の地域支援

体制の整備
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児童発達支援センターの役割・機能の強化

＜制度の現状＞

○ 主に未就学の障害児の発達支援を行う「児童発達支援センター」については、地域における中核的役割を果たすことが期待されているが、

果たすべき機能や、一般の「児童発達支援事業所」との役割分担が明確でない。

○ 障害児通所支援については、平成24年の法改正において、障害児や家族にとって身近な地域で必要な発達支援を受けられるよう、障害種

別毎に分かれていた給付体系をできる限り一元化したが、児童発達支援センターは「福祉型」と「医療型」（肢体不自由児を対象）に分か

れ、障害種別による類型となっている。

【現 行】

医療型児童発達支援

福祉型児童発達支援センター児童発達支援

【対象】全ての障害児
【支援内容】福祉的支援

【対象】肢体不自由児
【支援内容】福祉的支援＋治療（リハビリテーション）

【改正案】

児童発達支援センター

その他の児童発達支援事業所

児童発達支援
【対象】全ての障害児
【支援内容】福祉的支援（＋肢体不自由児の治療（＊））
＊ これまで医療型で行ってきた治療（リハビリテーション）
は引き続き実施可能

一
元
化

医療型児童発達支援センター

※福祉型と医療型を「児童発達支援センター」に一元化642か所

95か所

7,852か所

※ か所数は令和2年10月時点。児童発達支援は国保連データ、福祉型及び医療型の

児童発達支援センターは社会福祉施設等調査によるか所数。

＜改正児童福祉法の内容＞

① 児童発達支援センターが、地域における障害児支援の中核的役割を担うことを明確化する。

⇒ これにより、多様な障害のある子どもや家庭環境等に困難を抱えた子ども等に対し、適切な発達支援の提供につなげるとと

もに、地域全体の障害児支援の質の底上げを図る。

＜「中核的役割」として明確化する具体的な役割・機能のイメージ＞

① 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能

② 地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能（支援内容等の助言・援助機能）

③ 地域のインクルージョン推進の中核としての機能

④ 地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能

② 児童発達支援センターの類型（福祉型・医療型）の一元化を行う。

⇒ これにより、障害種別にかかわらず、身近な地域で必要な発達支援を受けられるようにする。

その他の児童発達支援事業所
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都道府県における難聴児支援の現状について（参考データ）

（出典）「難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針」に係るアンケート調査（令和４年５月厚生労働省障害保健福祉部企画課）

「６．その他」を選択した団体の記述（概要）

・行政機関及び関係団体の権限の整理、能力の把握、連携の構築。（２団体）

・難聴児支援を担う人材や、体制の確保。（２団体）

・各機関の連携強化やマニュアルの点検等、

取組を継続するための検討。（１団体）

・都道府県と政令市の役割の整理に係る検討。（１団体）

・遠方のろう学校に通えない家庭への対応。（１団体）

・都道府県独自に作成した、

聴覚障害児支援に係る手引きの位置づけの整理に係る検討。（１団体）

・取組が進んでおらず、そもそも課題が不明。（１団体）

・難聴児支援について、どの計画に位置づけるのか、

その整理に係る検討。（１団体）

・計画策定のための情報収集。（１団体）

・課題はない。（２団体）

難聴児支援に関する取組を
都道府県の計画に記載しているか

既に記載している

今後、記載予定

今後の対応は未定

障害児福祉計画

障害福祉計画
（児と一体的に策定）

児童に関する
複数の計画

既に設置している

令和４年度中に設置予定

令和５年度以降に設置予定

設置するか対応未定

難聴児支援に関する取組を
どの計画に現在は記載しているか

令和５年度中に設置予定

難聴児支援に関する
協議会を都道府県に設置しているか

難聴児の早期発見・早期療育推進を総合的に推進するための計画の作成にあたり、課題となっている事項（複数選択可）

１：担当部署の決定 ２：難聴児支援に携わる人材の確保

３：難聴児支援に携わる支援機関との連携・協力要請

４：財源確保 ５：ノウハウ ６：その他
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• 難聴は、早期発見・早期支援により、言語・コミュニケーション手段（音声、手話、文字による筆談等を含む。）の獲得につながることか

ら、新生児聴覚検査及び精密検査の実施が望まれる。

• 地方公共団体の保健、医療、福祉及び教育に関する部局や医療機関等の関係機関が連携し、難聴児の家族等を支援することが重要である。

• 難聴児支援においては、早期から不安を抱える家族等に対して支援を実施し、本人又はその家族等が意思決定できるよう関係者で寄り添っ

た支援をすることが重要である。

• 言語・コミュニケーション手段（音声、手話、文字による筆談等を含む。）の選択肢が保障・尊重されることが望ましい。

難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針（概要）

基本的な考え方

各都道府県において、難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進するための計画に盛り込むことが考えられる事項は以下のとおり。

（１）基本的な取組
① 新生児聴覚検査の実施状況の把握と関係機関での共有等

・新生児聴覚検査に係る協議会を設置し、新生児聴覚検査の推進体制を整備する。

・新生児聴覚検査実施のための手引書等を作成し、検査の実施状況及び結果等を集約し、関係機関への情報共有等を行う。

・難聴と診断された子を持つ家族等への相談支援を実施する。

② 難聴児支援のための中核的機能を有する体制を確保
・都道府県における難聴児支援担当部局を明確にする。
・関係者の協議の場の提供等による難聴児支援のための中核的機能を有する体制を確保する。

・難聴児とその家族等に対する支援に関する課題を関係者で共有し、支援の充実を図る。

難聴児の早期発見・早期療育推進のための方策（主なもの）

• 厚生労働省及び文部科学省の両副大臣を議長とする「難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携プロジェクト」の報告

書において、国は、各都道府県で地域の実情に応じて難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進するための計画の作成指針として、

「難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針」を令和３年度中に作成することとされている。

• このため、令和２年度末に基本方針作成のための検討会を立ち上げ、有識者等からのヒアリング及び議論を行った。

（※）基本方針案についてはパブリックコメントも実施し、計326件（手話を撮影した動画による御意見20件を含む。）の御意見が寄せられた。

背景
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難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針（概要）

③ 特別支援学校のセンター的機能の強化
・聴覚特別支援学校等の教員の専門性向上に向けた取組を充実する。

・特別支援学校のセンター的機能の強化のため、聴覚特別支援学校の教員等の適切な配置や専門家の活用等を行う。

・地域における保健、医療、福祉の関係機関と連携した乳幼児教育相談などの取組を行う。

（２）地域の実情に応じた取組
① 新生児聴覚検査体制の整備
・里帰り出産等新生児聴覚検査の受検状況等の把握が難しい場合を含めたリファーとなった子を追跡する方法について検討を行う。

・受検率向上を目指し、市町村に対して、検査に係る費用について公費負担を行うことで受診者の経済的負担を軽減できるよう

働きかけ等行う。

② 地域における支援
・関係機関で日常的な連携や情報交換を行い、新生児聴覚検査から診断、治療、療育、教育に至るまでの流れ等を共有するための

協議会を設置する。

・難聴児及びその家族等のロールモデルやメンターとして、当事者・当事者支援団体を連携体制に含めるよう努める。

③ 家族等に対する支援
・難聴児の子育てに関する様々な情報を提供するため、地域の療育・教育機関等に関する情報を含む教材を作成・配布すること。

・家族等からの相談等に対応して、複数の療育方法の選択肢を提示し、家族等の精神面も含めた支援ができるよう、協議会の活用

等による関係機関と連携した支援体制等の整備を行う。

・難聴児の子育てに当たり、きょうだいを含めた家族同士や当事者同士が交流する機会を設ける。

④ 学校や障害児通所支援事業所等関係機関における取組
・免許法認定講習の充実など聴覚障害者に関する教育の領域を定めた免許状の保有率を高める取組を実施する。

⑤ 切れ目ない支援に向けた取組
・各年齢における健康診査等の際に、聞こえの確認等を行い、難聴が疑われる子の精密検査の受診が確実になされるようにする。

難聴児の早期発見・早期療育推進のための方策（主なもの）（続き）

※ これらの取組を、難聴児支援に関係する既存の法定計画に位置付けることも可能としており、例えば、本方針を障害児福祉計画に反映させた場合には、
令和６年度以降の計画に盛り込まれることが想定される。 29



施行期日：公布の日から起算して３月を経過した日（令和３年９月18日）

検討条項：法施行後３年を目途としてこの法律の実施状況等を勘案した検討
医療的ケア児の実態把握のための具体的な方策／災害時における医療的ケア児に対する支援の在り方についての検討

医療的ケア児支援センター（都道府県知事が社会福祉法人等を指定又は自ら行う）

○医療的ケア児及びその家族の相談に応じ、又は情報の提供若しくは助言その他の支援を行う
○医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関等への情報の提供及び研修を行う 等

保育所の設置者、学校の設置者等による措置

○保育所における医療的ケアその他の支援
看護師等又は喀痰吸引等が可能な保育士の配置

○学校における医療的ケアその他の支援
看護師等の配置

国・地方公共団体による措置

○医療的ケア児が在籍する保育所、学校等に対する支援
○医療的ケア児及び家族の日常生活における支援
○相談体制の整備 ○情報の共有の促進 ○広報啓発
○支援を行う人材の確保 ○研究開発等の推進

支

援

措

置

保育所の設置者、
学校の設置者等の責務

国･地方公共団体の責務

基本理念
１ 医療的ケア児の日常生活・社会生活を社会全体で支援
２ 個々の医療的ケア児の状況に応じ、切れ目なく行われる支援

医療的ケア児が医療的ケア児でない児童等と共に教育を受けられるよう
に最大限に配慮しつつ適切に行われる教育に係る支援等

３ 医療的ケア児でなくなった後にも配慮した支援
４ 医療的ケア児と保護者の意思を最大限に尊重した施策
５ 居住地域にかかわらず等しく適切な支援を受けられる施策

立法の目的
○医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加

○医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切

な支援を受けられるようにすることが重要

な課題となっている

⇒医療的ケア児の健やかな成長を図るととも

に、その家族の離職の防止に資する

⇒安心して子どもを生み、育てることができ

る社会の実現に寄与する

◎医療的ケア児とは
日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為）

を受けることが不可欠である児童（１８歳以上の高校生等を含む。）

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の全体像
（令和３年法律第81号）（令和３年６月11日成立・同年6月18日公布）
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医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の基本理念の実現

■医療的ケア児の日常生活・社会生活を社会全体で支援 ■個々の医療的ケア児の状況に応じ、切れ目なく行われる支援

管内の情報の集約

●家族等への相談、情報提供・助言等
▶ 家族等からの様々な相談に総合的に対応。
（相談内容に応じて、市町村や相談支援事業所等に所属する医
療的ケア児等コーディネーター等、地域の適切な者に繫ぐ。必
要に応じて関係機関間を繋ぎ、検討体制を整える等）。

▶ 家族等への地域の活用可能な資源の紹介を行う。
等

医療的ケアのある
子どもとその家族

医療的ケア児支援センターの設置による医療的ケア児やその家族への支援（イメージ）

等

●関係機関等への情報の提供及び研修

▶ 管内の医療的ケア児やその家族のニーズの地域への
共有を行う。
▶ 好事例や最新の施策等の情報収集・発信を行う。
▶ 医療的ケア児等支援者養成研修等の研修を実施する。
▶ 地域の関係機関からの専門性の高い相談に対する助
言等を行う。 等

▶ センターや地域の医療的ケア児等コーディネーターの仲介等により、医療的ケア児に係る支援に当たっての協力関係を構築する。
▶個々の医療的ケア児やその家族への支援を、医療・福祉・教育・（年齢によっては就労）が情報を共有しながら実施。
▶地域の医療的ケア児やその家族への支援について、どのような支援が必要か、関係機関間で協議を行う。

障害児通所支援事業所

保育所・幼稚園学校

相談支援事業所

訪問看護ステーション 医療機関

医療的ケア児やその家族を支援
する多職種による連携体制の構築

夜間のケア
がつらい。。。

緊急時の預け
先がない。。。

センター設置に
より相談先が
明確化。

仕事と育児を両
立させたい。。。

どこに相談すれば
良いか分か
らない。。。

支援の実施

・調整困難事例の相談
・地域の医療的ケア児の状況の共有

※医療的ケア児等コーディネーターの配置を想定。
※都道府県が自ら行う場合も含む。
※社会福祉法人等と役割分担して実施することも可能。

先々の子育
ての見通しが
つかない。。。

市町村等（地域の支援の現場）
兄弟に関わる時間
がとれない。。。

障害者就業・生活支援センター

ハローワーク 等

医療的ケア児
に係る様々な
相談

医療的ケア児支援センター
（都道府県）

どこに相談すれば良いか分からない、医療的ケア児やその家族の様々な相談について、医療的ケア児支援センターが総合的に対応する。
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＜制度の現状＞

○ 平成24年施行の児童福祉法改正において、当時、障害児入所施設に入所できていた18歳以上の障害者については、改正後は大人として

相応しい、より適切な支援を行っていくため、障害者施策で対応することとされたが、移行調整が十分進まず、18歳以上の者が障害児入

所施設に留まっている状況がある。

障害児入所施設からの円滑な移行調整の枠組みの構築

【福祉型障害児入所施設に入所中の18歳以上で移行先が決定していない者の現状（年代別）】

248

133

53 27
9

0

50

100

150

200

250

300

18～19歳 20～29 30～39 40～49 50歳以上

人
数

n=470人

出典：厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課
障害児・発達障害者支援室調べ（令和３年３月３１日時点）

※１ 移行先が決まっているため、令和３年度中に退所予定の者を除く

※２ 470人（過齢児）のうち、22歳までの者は313人（うち19歳以下
の者248人、20歳～22歳の者は65人）、23歳以上の者は157人。

＜改正児童福祉法の内容＞

① 障害児入所施設から成人としての生活への移行調整の責任主体（都道府県及び政令市）を明確化する。

＜都道府県・政令市が取り組む内容＞

① 関係者との協議の場を設ける

② 移行調整及び地域資源の整備等に関する総合的な調整を行う 等

② 一定年齢以上の入所で移行可能な状態に至っていない場合や、強度行動障害等が18歳近くになって強く顕在化して

きたような場合等に十分配慮する必要があることから、22歳満了時（入所の時期として最も遅い18歳直前から起算し

て５年間の期間）までの入所継続を可能とする。

（注）現行法において入所できる児童の年齢は原則18歳未満。20歳未満まで入所の延長が可能。

※ １８歳以上で移行先が決定していない者については、令和３年１２月に都道府県・政令市等に対し、①地域のグループホーム等への移行調整や、②児者転換（障害児入所施設
から障害者支援施設への転換）、③児者併設（障害児入所施設を分割した一方を障害者支援施設として併設）等の対応を加速するよう手引きを示し、取組を進めている。
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参考資料⑥
相談支援体制の充実強化等
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相談支援事業所数等、基幹相談支援センター、主任相談支援専門員の推移について（参考データ）

相談支援事業所数、相談支援専門員の推移

34

1,801 1,851 1,778 1,964 1,691 2,032 2,252 1,952 2,067 2,365 2,189 2,207 2,200 2,157 

934 1,062 1,065 943 1,160 
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業所

市町村から障

害者相談支援

事業の委託を

受けている事

業所

※Ｈ23年度以前のデータは、指定相談支援事業所数。
※Ｈ23年4月1日の指定相談支援事業所数は、被災３県を除くデータ。

指定特定・指定障
害児相談支援事
業所のうち

2,523 
4,431 4,908 5,465 5,601 5,676

8,915

11,800

15,575
17,579
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22,453
23,729

25,067

0

3,000
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指定特定・指定障害児相談支援事業所に配置されている

相談支援専門員の人数（経年比）

※Ｈ23年度以前のデータは、指定相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の人数。
※Ｈ23年4月1日の相談支援専門員の人数は、被災３県を除くデータ。

※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も併せて受けてい
る場合、
指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に従事する相談支援専門員の人数も含めて計上している。

基幹相談支援センターの設置数、相談支援従事者主任研修修了者の推移
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Ｈ30年度 H31年度 R2年度 R3年度（※）

修
了
者
数

相談支援従事者主任研修の修了者数（経年比較）

都道府県研修

国研修

Ｈ30～R2年度修了者数合計：1,715

※R3年度の数字については速報値
※国による研修はH30～H31年度のみ実施



市町村（自立支援）協議会の設置状況について（参考データ）

市町村（自立支援）協議会の設置状況等（令和３年度）
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①973 

81%

②228 

19%

（自立支援）協議会専門部会の設置状況

①設置

②未設置

協議会数：1,201
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（自立支援）協議会の専門部会の種類

①課題別

②障害別

③地域別

④その他

専門部会設置協議会数：973

※ 複数回答可であるため、合計数は協議会数と一致しない。
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専門部会（課題別）設置数：906

※ 複数回答可であるため、合計数は設置数と一致しない。
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5.3

①1,687 

97%

②54 

3%

（自立支援）協議会の

設置状況

①設置

②未設置

市町村数：1,741



都道府県（自立支援）協議会の設置状況について（参考データ）

都道府県（自立支援）協議会の設置状況等（令和３年度）
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⑤
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（自立支援）協議会の開催実績

※専門部会を除く
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⑤４回以上

設置都道府
県：47
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（自立支援）協議会

専門部会の設置状況

①設置

②未設置

設置都道府県：47

専門部会の種類の内訳は、
課題別：43、障害別：４、地域別：１、その他：２、となっている。
複数の種別の専門部会を設置している都道府県があるため、
専門部会設置都道府県数と一致しない。
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※ 複数回答可であるため、合計数は設置都道府県数と一致しない。



参考資料⑦
障害福祉サービス等の質を向上させ
るための取組に係る体制の構築
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障害福祉サービスの質を向上させる取組について（参考データ）

（出典）障害（児）福祉計画に係る実施状況等に係る都道府県へのアンケート調査（令和４年５月厚生労働省障害保健福祉部企画課）

都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修への参加人数の見込みを設定した市町村数

38

障害者自立支援審査支払いシステム等による審査結果の共有体制の設置見込みを設定した市町村数

都道府県等が実施する指定障害福祉サービス事業者等への指導監査結果の共有回数

令和３年度 令和４年度 令和５年度

見込み 1,248 市町村（72.6％） 1,259 市町村（73.2％） 1,382 市町村（80.4％）

実績値 1,022 市町村（59.4％） － －

（参考）研修に参加した市町村職員の参加人数（実績値） 10,488 人 － －

令和３年度 令和４年度 令和５年度

見込み 781 市町村（45.4％） 824 市町村（47.9％） 1,087 市町村（63.2％）

実績値 52 市町村（3.0％） － －

（参考）審査結果の共有回数（実績値） 922 回 － －

令和３年度 令和４年度 令和５年度

見込み 360 回 365 回 377 回

実績値 922 回 － －

（参考）指導監査結果の共有体制の設置（実績値） 37 都道府県（78.7％） － －



相談支援従事者研修修了者の推移について（参考データ）

相談支援従事者研修修了者の推移
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Ｈ18～R3年度修了者数合計：156,339

※Ｈ22年度の研修修了者数は、被災３県を除くデータ。
※R3年度の数字については速報値
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Ｈ18～R3年度修了者数合計：57,504

※Ｈ22年度の研修修了者数は、被災３県を除くデータ。
※R3年度の数字については速報値
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修修了者の推移について（参考データ）

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修修了者の推移
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※H31からカリキュラムを見直し分野を統合（従前は分野別研修のみ）
※研修体系を、基礎研修 → OJT２年以上 → 実践研修 → 更新研修（５年毎）と改定
※実践研修については、令和３年度から各都道府県において実施
※R3年度の数字については速報値
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専門コース別研修（意思決定支援）実施状況の推移について（参考データ）

専門コース別研修（意思決定支援）実施状況の推移
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